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意見要旨 意見にかかる分科会及び主な論点 
○委員 

住宅の問題の根底には産業があり、ちゃんとした雇用が地域にあるということが大事。地元にある産業をより強くするよう

な形のまちづくりが必要。 

住宅リフォームについていえば、中古住宅市場活性化の大きな問題は、金融機関が中古住宅を評価しないこと。そのために、

リフォームも積極的に行われない。国で変えた住宅評価指針について、金融機関、流通業者の間の評価にどうやって繋げるか

も課題。（１） 

 

 
 
 
 
 
 
（１）地域まちづくり・住宅市場「地域の特性に応じた既存住宅の活用と除却」 

○委員 

愛知県の公営住宅について、他地域と比べると公営住宅が普通の住宅として位置づけられ、恵まれたストックもあることか

ら、将来にも残していくことが必要。（１） 

公営住宅の整備について、ＲＣ造の建築物は 2060 年を超えて存続できるので、長期的に見れば高齢単身だけでなく、愛知県

の特性として、男性の単身世帯が、今後、増えてくることも考えられ、セーフティネットの範囲をどこまで広げるのか（２）

が課題。 

 

 
 
（１）住宅セーフティネット「公営住宅の役割」 
 
（２）住宅セーフティネット「公営住宅の役割」 
 

○委員 

長周期地震動対策（１）、津波の問題、気候温暖化・海水面上昇による高潮災害の増加、液状化の問題。液状化後のインフラ

整備の問題、災害の懸念がある宅地造成問題について、今後、考えることが必要。（２） 

人口について、愛知県の特性から、県外へ出た人達を元気よく戻らせるような施策（３）が必要。 

広域的な観点からは、愛知だけでなく、岐阜や三重と一体になった形での住宅はどうあるべきか（４）を考えることが必要。

首都の被災時には、この地域は重要となる。災害時には、空家が役に立つので、空家は補強して残すことも必要。（５） 

 

 
（１）減災・環境「住宅・建築物の耐震化」 
（２）減災・環境「自然災害等からの安全の確保」 
（３）地域まちづくり・住宅市場「リニア開業後の 2030 年を展望した魅力ある住まい・まちづくり」 
（４）地域まちづくり・住宅市場「リニア開業後の 2030 年を展望した魅力ある住まい・まちづくり」 
（５）減災・環境「大規模災害発生後の復興体制」 
 

○委員 

リニア開業のインパクトはあると思うが、ある意味限定的で、人口移動、居住地移動が起きたときに、最も課題となるのは

郊外の住宅地で、高齢化と建物の老朽化、団地の疲弊が進んでいることが大きな課題。（１） 

名古屋とそこから伸びる幾つかの鉄道幹線の駅周辺は、居住地として選択され、田舎暮らしを楽しもうという新しい価値観

で中山間地域も需要があるが、その間にある郊外住宅地が課題。（２） 

居住地の集約は難しいと思われるので、かなり密度の低い居住地が広がったまま、今よりも居住密度が下がることが想像で

きる。（３） 

空家問題の裏側には新築の課題があり、新築を抑制するというのは、日本社会の中では難しいが、住宅地もしくは宅地がこ

れから増えていくような開発は、抑制をしていくような方向性、指針が必要。（４） 

公営住宅について、一定の役割を 20 世紀に果たしてきたが、今後は、公営住宅の役割を民間賃貸にも持たせていくことが必

要。（５） 

公営住宅の居住者の高齢化とか要支援者の急増等の解決は社会全体、もしくはソーシャルミックスを進めることが必要。（６）

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（１）地域まちづくり・住宅市場「人口減少社会におけるこれからの住まい・まちづくり」 
 
（２）地域まちづくり・住宅市場「多様な地域の特性に応じた魅力ある住まい・まちづくり」 

地域まちづくり・住宅市場「人口減少社会におけるこれからの住まい・まちづくり」 
（３）地域まちづくり・住宅市場「人口減少社会におけるこれからの住まい・まちづくり」 
 
（４）地域まちづくり・住宅市場「地域の特性に応じた既存住宅の活用と除却」 
 
（５）住宅セーフティネット「民間賃貸住宅の役割」 
（６）住宅セーフティネット「公営住宅の役割」 
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意見要旨 意見にかかる分科会及び主な論点 
○委員 

愛知県の住宅の魅力のひとつは、東京圏や大阪圏と比べると比較的広い戸建てで、同居や近居という形で３世代が近くに暮

らすライフスタイルで、サポートや充実した保育サービスを受けられること。それをリニアの開通と結び付け、この地域の住

宅、暮らし方の魅力を明確に出していくことが重要。（１） 

福祉の観点から、ハンディを抱えた人でも一人一人が輝き、支えられる側が、支える側になっていくためにもいろいろな分

野の行政サービスが、結び付いていく仕組みが必要で、住宅においても同じ。住宅ということが福祉の対象に留まるのではな

く、自立して社会に貢献していくような形を助けるような仕組みになっていることが必要。地域包括ケアについては、愛知県

で住宅と医療・福祉がきちんと結び付いたようなモデルを作っていくということも、今後５年、10 年の課題。（２） 

愛知県の中で、地域の違いを織り込みながら、地域のバランスを成り立たせていくかが重要。ただし、住宅のあり方を考え

るときに地域の類型をどういう基準で考えると良いのか議論が必要。（３） 

 

 
 
 
（１）地域まちづくり・住宅市場「リニア開業後の 2030 年を展望した魅力ある住まい・まちづくり」 
   地域まちづくり・住宅市場「多様な居住ニーズへの対応」 
 
 
（２）住宅セーフティネット「住宅確保要配慮者にとっての住まい・まちづくり」 
 
（３）地域まちづくり・住宅市場「多様な地域の特性に応じた魅力ある住まい・まちづくり」 

○委員 

具体的には、住宅の耐震化については、住宅をリフォームするときに一緒に耐震改修を行うことを推進していくような効果

的な連携が必要。（１） 

また、土地利用については、地盤のいい所の住宅の魅力をより高めることにより、結果的に災害リスクの高いところの人が

災害リスクの低いところに移り住んでいくような施策を考えることが必要。（２） 

耐震性能の低い住宅から優先的に改修を進めていくことが必要。そのためには、単に耐震基準を満足する建物の割合だけで

はなく，耐震基準を満たさない建物がどのような性能の分布になっているのかを考慮した尺度を作れば、必然的に耐震性能の

低いものから改修するという動きにつながることから、そのような実状に即した耐震化率の物差しを作ることが必要。（３） 

 

 
 
（１）減災・環境「住宅・建築物の耐震化」 
 
（２）減災・環境「自然災害等からの安全の確保」 
 
 
（３）減災・環境「住宅・建築物の耐震化」 

○委員 

愛知県は日照時間がある程度長いので、それをうまくいかした使った住宅、エネルギーシステム構築のためのマニュアルが

必要。（１） 

再生可能エネルギーが多く出てくると、既存エネルギーインフラに対する負担もあるので、既存インフラの能力もよく考え

て、地域づくり、まちづくり、住まいづくりをエネルギーの観点からも考えることが必要。（２） 

将来的な世帯人口減少に合致した住宅や、涼しい所を渡り歩くような住宅を考えてみたらどうか等、新しいことも考えられ

る。（３） 

CO2 削減について、地球温暖化対策にかかる日本の約束草案の２６パーセント減は、家庭用のエネルギー消費をかなり減ら

すことが重要。また、可能な限りの長寿命化、LCC（ライフサイクルコスト）を考えた上での長寿命化が重要で、愛知県の地産

地消の材料等を使いながら、LCC の最適になるのかきちんと考えて、目標耐用年数等を設定していくことが必要。（４） 

日本の約束草案というような大きな観点から愛知県の地産地消の観点まで、要素としての住宅をほかの業務用施設と絡み合

わせてまちづくりを行い、そのまちづくりでまた、どういった家づくりの最適化ができるのか、というような視点も必要。（５）

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（１）減災・環境「環境に配慮した住宅の普及促進」 
 
（２）減災・環境「低炭素・環境配慮型のまちづくり」 
 
（３）減災・環境「低炭素・環境配慮型のまちづくり」 
 
 
（４）減災・環境「環境に配慮した住宅の普及促進」 
 
（５）減災・環境「低炭素・環境配慮型のまちづくり」 
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意見要旨 意見にかかる分科会及び主な論点 
○委員 

国土交通省の「大都市戦略検討委員会」では、４つの方向で整理。グローバルにビジネス展開ができるまち、高齢者が住み

やすく子どもが生まれるまち、環境に優しく歴史・文化が感じられるまち、安全・安心なまち。（１） 

各主体の役割が大事で、団地でコミュニティを作るということを NPO、不動産業者等が非常に熱心に行っている。エリアマ

ネジメントについても、行政ではなく民間が行うことが重要。人口当たりの NPO は愛知県は最も少ない。行政がかなり面倒を

見ているが、リニア、名古屋圏のまちづくりでも民間が中心になって考える必要がある。愛知県でも、民間の役割を「各主体

の役割」で書いてあるが、共助社会のためにも非常に大切。（２） 

第 2 次国土形成計画の全国計画が、閣議決定された。テーマは対流。熱源があって、温度差で対流する。まちづくりでの熱

源は、都市の広域的な連携、スーパーメガリージョン。（３） 

対流を起こす担い手が共助社会。その中でも大学が非常に重要。（４） 

人口の問題について、西三河等は、これから 30 年は人口増加を予想しており、日本を引っ張っていくというようなことにな

る。豊かな所で、日本の 21 世紀の生活のモデルになってほしい。県内の地域の違いが大きく、役割が違うものだから、十分踏

まえることが必要。（５） 

 

 

 
 
（１）地域まちづくり・住宅市場「リニア開業後の 2030 年を展望した魅力ある住まい・まちづくり」 
 
 
 
（２）地域まちづくり・住宅市場「多様な地域の特性に応じた魅力ある住まい・まちづくり」 
 
（３）地域まちづくり・住宅市場「リニア開業後の 2030 年を展望した魅力ある住まい・まちづくり」 
（４）地域まちづくり・住宅市場「多様な地域の特性に応じた魅力ある住まい・まちづくり」 
 
 
（５）地域まちづくり・住宅市場「人口減少社会におけるこれからの住まい・まちづくり」 
 


